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生活衛生貸付制度の沿革

日本政策

金融公庫

国 民 金 融 公 庫

Ｓ24.6 ～ Ｈ20.10 ～

国 民 生 活

金 融 公 庫

Ｈ11.10 ～

環 境 衛 生 金 融 公 庫

Ｓ42.9 ～

Ｓ43.5

生衛業の設備

資金は環衛公

庫で融資

Ｓ48.10

衛経創設

（設備資金

のみ）

Ｓ58.4

組合員を対象

とした振興事業

貸付創設（設備

資金のみ）

Ｓ61.10

振興事業貸付

の見直し

（運転資金も

対象に）

Ｓ48.10

マル経創設

（生衛業は運転

資金のみ対象）

Ｓ43.5

生衛業の運転資金

は国民公庫で融資

Ｈ20.4

衛経の見直し

（運転資金も

対象に）

Ｈ20.4

マル経の見直し

（生衛業の設備

資金も対象に）

中小企業金融公庫

農林漁業金融公庫

「環境衛生関係営業の運営の適正化に関する法律」（議員立法）⇒「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」「環境衛生関係営業の運営の適正化に関する法律」（議員立法）⇒「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」

S32.6 S56改正

生活衛生同業組合設立 振興指針・振興計画制度の創設
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営

業

者

生活衛生貸付制度の枠組み（政策と一体となった貸付制度）

政 策 体 制 生活衛生貸付制度

衛生管理
「食品衛生法」「理容

師法」等の衛生法規

「生活衛生関係営業

の運営の適正化及び

振興に関する法律」

衛生水準の維持向上

営業者の自主

的活動の促進

営業の振興

経営の健全化

標準営業約款の策定

振興指針の策定

生活衛生同業組合の設立

都道府県衛生主管部

保 健 所

都道府県生活衛生営業
指導センター（47）

経営指導員（141人）

都道府県生活衛生
同業組合

（17業種 579組合）

振興計画の策定

経営特別相談員
（3,622人）

一 般 貸 付

振興事業貸付

生活衛生改善貸付

一般の生活衛生関係営業者の衛

生上の措置及び設備の近代化を

支援

振興計画の認定を受けた組合の

組合員の振興事業の実施を支援

組合等の経営指導を受けている者

の経営改善を支援

経営指導

経営指導

証明・検証
（振興事業）

推 薦

推 薦
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生活衛生貸付の制度概要－貸付制度一覧

　

生活衛生貸付

一般貸付

振興事業貸付

生活衛生改善貸付

特例貸付

特別貸付

生活衛生関係営業者が、設備の設置等を行う際に要する資金の貸付

厚生労働省から振興計画の認定を受けた生活衛生同業組合の組合員

に対する貸付

生活衛生同業組合等の推薦を受けた小規模事業者（５人以下）に

対し、経営改善するための資金を無担保・無保証人で貸付する制度

防災、公害防止、その他特に政策的緊要度の

高いものであって、その設置や整備が強制又

は強く期待されているものに対する貸付

経済・社会環境の変化に対応するた

めの資金の貸付

災害貸付
災害の復旧・再開のために必要な設備資金の貸付

（常時取扱っている制度ではなく、災害の発生時に実施）

環境対策関連貸付

健康・福祉増進関連貸付

事業安定等貸付

生活衛生セーフティネット貸付

衛生環境激変特別貸付
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生活衛生貸付の制度概要－一般貸付・振興事業貸付等

 

 

貸付制度 
一般貸付 

（昭和 42 年 10 月 2 日創設） 
振興事業貸付 

（昭和 58 年 4 月 4 日創設） 
生活衛生改善貸付（衛経） 

（昭和 48 年 10 月 11 日創設） 

貸 付
対 象 者

生活衛生関係の事業を営む者 
 生活衛生関係の事業を営む者であって、振興計
画について認定を受けている生活衛生同業組合
の組合員 

生活衛生関係の事業を営む、常
時使用する従業員が５人以下の会
社及び個人であって、生活衛生同
業組合等の長の推薦を受けた者 

資 金 使 途 設備資金 設備資金及び運転資金 設備資金及び運転資金 

貸 付
限 度 額

7,200 万円以内 
興行場営業    2 億円 
旅館業      4 億円 
一般公衆浴場業  3 億円 
サウナ営業    2 億円 
クリーニング業 1 億 2,000 万円 

（取次店は 4,800 万円） 

○設備資金    1 億 5,000 万円 
  興行場営業  7 億 2,000 万円 

旅館業    7 億 2,000 万円 
一般公衆浴場業（別枠）1億 5,000 万円 
クリーニング業      3 億円 
    （取次店は 4,800 万円） 

○運転資金       5,700 万円 
  （取次店は 4,800 万円） 

1,000 万円⇒1,500 万円 

利 率

基準利率 
省エネ設備 ：特別利率Ｂ 

特別利率Ｃ 
衛生設備  ：特別利率Ｃ 
浴場施設設備：特別利率Ｅ 

○設備資金：基準利率 
 省エネ設備 ：特別利率Ｂ・特別利率Ｃ 
  衛生設備  ：特別利率Ｃ 

振興特利品目：特別利率Ｃ 
（事業計画の検証を受けた場合：特別利率Ｄ）

○運転資金：基準利率 
（事業計画の検証を受けた場合：特別利率Ａ）
 標準営業約款：特別利率Ａ 
（事業計画の検証を受けた場合：特別利率Ｂ）

特別利率Ｆ 

貸 付
期 間

13 年以内 
（一般公衆浴場業は 30 年以内） 

○設備資金 18 年以内 
○運転資金 5 年以内 

（特に必要な場合 7年以内） 

設備資金：7年以内⇒10 年以内 
運転資金：5年以内⇒ 7 年以内 

据 置
期 間

1年以内 
（特別な場合は 2年以内） 

○設備資金 2 年以内 
○運転資金 6 ヵ月以内 

      （特に必要な場合 1 年以内） 

設備資金：6 ヵ月以内⇒2年以内 
運転資金：6 ヵ月以内⇒1年以内 

保証・担保 保証人又は不動産、有価証券などの担保が必要 不要（無担保・無保証） 

添 付 書 類
ほ か

都道府県知事が発行する「推せん書」

振興計画認定生衛組合の長が発行する 
「振興事業に係る資金証明書」 

＊振興計画認定生衛組合を脱退したことにより
振興事業を実施していないと認められた者に
ついては、特利適用を解除し、貸付時の基準利
率を適用する場合がある。 

生活衛生同業組合等の長の「推薦書」 

＊生活衛生改善貸付（衛経）は、平成21年4月24日から貸付限度額、貸付期間及び据置期間がそれぞれ拡充（下線部分）される（平成22年３月31日まで）。
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生活衛生貸付の制度概要－特例貸付

環境対策関連貸付
（平成１４年４月１日創設）

健康・福祉増進貸付
（平成１３年４月１日創設）

事業安定等貸付
（平成１４年４月１日創設）

防 災 ・ 環 境 対 策 資 金

消 防 関 連
アス ベス ト対策

関 連
耐 震 改 修 関 連

生活衛生関係営業全業種

及び

理容学校・美容学校の経営者

・アスベストの除去
等及びアスベストを
含まない設備への
代替に要する設備
資金

・事業継続計画に
基づく、耐震改修
に要する設備資金

・アスベストの除去
等に要する運転資
金（振興計画に基づ
くもの）

・耐震診断に要す
る運転資金（振興
計画に基づくもの）

基準利率

特別利率Ｃ

特別利率Ｅ

基準利率

特別利率Ｂ

特別利率Ｃ

特別利率Ｅ

受 動 喫 煙

防 止 資 金

福 祉 増 進

資 金
雇 用 安 定 資 金

貸 付

対 象 者

飲食店営業、喫茶店
営業、理容業、美容
業、興行場営業、旅
館業、一般公衆浴場
業、サウナ営業

生活衛生関係営業全

業種

生活衛生関係営業

全業種

資 金 使 途

消防・防火設備
の設置に要す
る資金

受動喫煙を防止す
るための設備の設
置に要する資金

高齢者等が利用しや
すい施設にするため
に必要とする設備の
設置に要する資金

事業拡大のために必
要な設備に要する資
金

貸 付
限 度 額

一般貸付又は振興事業貸付に

上乗せ３，０００万円

一般貸付又は振興事業貸付に

上乗せ３，０００万円

振興事業貸付に

上乗せ３，０００万円

貸 付

利 率

特別利率Ｂ

特別利率Ｃ

特別利率Ｅ

特別利率Ｂ

特別利率Ｃ
特別利率Ｃ

貸 付
期 間

設備資金 １５年

運転資金 ７年
設備資金 １５年 設備資金 １５年

項目
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生活衛生貸付の制度概要－特別貸付

生活衛生セーフティネット貸付（平成１２年１２月２５日創設）
項 目

経営環境変化資金 金融環境変化資金

貸付対象者
振興計画に基づく事業を実施してい
る者で、

売上が減少するなど業況が悪化して
いる方

振興計画に基づく事業を実施している
者で、取引金融機関の経営破綻など
により、資金繰りに困難を来している
方

感染症又は食中毒の発生による衛生
環境の著しい変化に起因して衛生水
準の維持向上に著しい支障を来して
いる者

資 金 使 途 運転資金 運転資金 運転資金

貸付限度額
別枠

５，７００万円

別枠

４，０００万円

衛生環境の激変事由ごとに

別枠１，０００万円以内

貸 付

利 率

基準利率

ただし、最近の売上、利益率等が減少するなど一定の要件に該当する場合は、

特別利率Ｎ（基準利率ー０．３％）

基準利率

特別利率Ｃ

貸 付

期 間

５年以内

（特別な場合は８年以内）

５年以内

（特別な場合は８年以内）

５年以内

（特別な場合は７年以内）

衛生環境激変特別貸付

（平成１０年４月９日創設）

衛生環境激変特別貸付は、日常的に実施している貸付制度ではなく、感染症等の発生による衛生環境の激変に伴い生活衛生関係営業者の経営に対する影響が

ある場合に、厚生労働省及び財務省の指示を受けて発動するものであり、今までの発動実績は次のとおりである。

○ＢＳＥ（牛海綿状脳症）関連

実施期間：平成１３年１０月～１４年１０月

貸付実績：件数 １，７１４件

金額 １０，７１９百万円

○ＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）関連

実施期間： 平成１５年６月～１２月

貸付実績： 件数 ２６件

金額 １９３百万円

○鳥インフルエンザ関連

実施期間： 平成１６年３月～９月

貸付実績： 件数 １４０件

金額 ８２２百万円
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担保・保証人の要件を緩和した融資制度の概要

新創業融資制度

（平成１３年７月創設）

第三者保証人等を不要とする融資

（平成１５年１月創設）

新たに事業を始める方または新規開業して税務申告を２期
終えていない者（開業前または開業後で税務申告を終えてい
ない場合は、開業資金の３分の１以上の自己資金が必要。）

次のいずれの要件にも該当する者

１ 税務申告を２期以上行っていること
２ 原則として、所得税等を完納していること

貸 付 限 度 額 １，０００万円 ４，８００万円

担 保 ・ 保 証 人

担 保：不要
保証人：原則、不要

ただし、法人企業の場合、代表者等を保証
人に徴求することができる。

担 保：不要

保証人：（法人営業者）原則として代表者のみの保証

（個人営業者）原則として無保証人

貸 付 利 率
各制度で定められている利率＋上乗せ利率1.65％

（ただし、法人企業の代表者等を保証人とする場合は、上乗
せ利率を1.55％とする。）

各制度で定められている利率＋上乗せ利率0.65％

貸 付 期 間
運転資金：５年以内（うち据置期間６ヵ月以内）
設備資金：７年以内（うち据置期間６ヵ月以内）

運転資金：５年以内（特別な場合は７年以内（注））
（うち据置期間６ヵ月以内）

設備資金：10年以内（うち据置期間２年以内）

貸 付 対 象 者

（注） 平成２２年３月３１日までは８年以内（生活衛生セーフティネット貸付を適用する場合に限る。）
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（組合又はｾﾝﾀｰの推

薦が必要）

（組合又はｾﾝﾀｰの推

薦が必要）

認定事業計画 認定事業計画 認定事業計画

＋標準約款

売上の減少等 　　制度なし
一定の要件に

該当する場合

基準利率 基準利率
-0.3% -0.3% -0.3%

-0.4%

特別利率Ｆ -0.65% 特別利率Ｎ 特別利率Ｆ

特別利率Ａ （21年度）
-0.9% （21年度）

特別利率Ｂ
-1.15% （21年度）

特別利率Ｃ

特別利率Ｄ
（21年度）

衛経

生活衛生ｾｰ
ﾌﾃｨﾈｯﾄ貸付

設備資金 運転資金

基準利率

振興事業貸付

（資金証明書が必要）

一般貸付

（推せん書が必要）

振興事業貸付

（資金証明書が必要）
一般貸付

＊運転資金

衛経

生活衛生貸付の金利の水準

＊衛生設備については、振興事業貸付・一般貸付ともに特別利率Ｃが適用される。

＊省エネルギー設備については、振興事業貸付・一般貸付ともに平成２２年３月３１日まで特別利率Ｂ（一部の設備は特別利率Ｃ）が適用される。

＊一般貸付において、一般公衆浴場業にかかる設備資金（浴場施設設備等）については、特別利率Ｅ（基準利率－1.4％）が適用される。

＊「第三者保証人等を不要とする融資」を利用する場合は、０．６５％上乗せ。

＊「新創業融資制度」を利用する場合は、１．６５％（法人企業の代表者等を保証人とする場合は１．５５％）上乗せ。 88



振興事業貸付の貸付利率の引き下げについて

確

認

振興計画に基づく
○目 的
○使 途
の 確 認

検

証

経営の向上を含めた振興計画に基づく
「振興事業に係る事業計画書」の提出

・事業の目的
・振興計画上の位置付け
・計画期間（５年以内）
・経営目標（※）
・事業の実施方法
・事業の確実性
・経営計画 等

＜組合による検証＞

振興計画に基づく事業を継続的かつ確実
に実施できることの検証

○適切な目標設定であること

○十分な効果が期待できること 等

日
本
政
策
金
融
公
庫
に
お
け
る
金
融
審
査
に
基
づ
く
融
資
決
定

生 活 衛 生
関係営業者

設備資金：特利Ｄ
（新設）

運転資金：特利Ａ

計画期間内における組合によるフォローアップ等

生

活

衛

生

関

係

営

業

者

生活衛生同業組合

振興事業に
係る

資金証明書

設備資金：特利Ｃ
運転資金：基 準

振興事業に
係る

資金証明書

経済情勢が
低迷する中
でも確実な
振興事業の
実施の確保

計画期間 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内

売上高 3% 6% 9% 12% 15%

経常利益 1% 2% 3% 4% 5%

※ 計画期間内で右に掲げる指標のいずれかについて、直近の
決算期における実績に対し、上昇率が表に定める水準以上で
あること。
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1,7501,8002,000

2,2002,3002,3002,530

3,2003,200

2,300

0

1,000

2,000

3,000

4,000

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

生活衛生貸付の貸付規模と貸付実績の推移

年 度 １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９
２０

（速報）

貸付規模

貸付実績

（貸付規模比） （71.0） （64.0） （55.8） （66.4） （57.3） （56.2） （45.0） （42.8） （38.3） (37.5) (39.6)

1,800 1,7503,2003,2003,200

6932,271 1,786 

事業資金貸付に
占めるｼｪｱ

2,048 

6.2 6.1 5.9 5.4 4.8 4.6 4.2 4.2 3.9 3.4

675

3.2

2,000

765 

2,530 2,300 2,300 2,300 2,200

1,681 1,318 1,293 1,034 941 

(単位：億円、％)

（億円）

（年度）

貸付規模

貸付実績

（注）１ [     ]内は、１０年度比（％）である。

２ （ ）内は、貸付規模比（％）である。

３ 平成２０年度の貸付実績は、速報値である。
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生活衛生貸付の貸付種別別実績

92.5

85.6

75.9

67.2 66.2

52.6
47.9

37.8
33.5

88.5

73.2

50.7 49.7

40.3
36.4

30.6
26.7

32.9

100.0

73.2

27.9
28.8

32.3

39.5
41.1

54.1

88.8

76.9

56.7

66.2

36.5

20

40

60

80

100

961 889 823 730 646 636 506 460 363 322 316

1,161
1,021

855
756

587 580

430

126

112

97

83

71 68

51

40
36 46466

361 315 315

49

1

150.7

10

0.7

22

25

10
110

12 8

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

衛 経

一般貸付

振興貸付

（特別貸付含む）

一般貸付

（億円）

（１３年度=100）

（速報）

振興貸付

衛 経

特別貸付
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生活衛生関係事業者が利用できる普通貸付の主な貸付制度

（注）生活衛生関係事業者は一般貸付の設備資金の対象とならない。運転資金のみ対象。

 

貸付条件 

普通貸付 

貸付限度 貸付期間 貸付利率 

 一般貸付（注） 
４，８００万円 

（特定設備７，２００万円）

運転資金： ７年以内 

設備資金：１０年以内 

（特定設備：２０年以内）

運転資金：基準利率 

 

設備資金：基準利率 

 

新企業育成貸付 

女性、若者／シニア 

起 業 家 資 金 

 

 

７，２００万円 

うち運転資金 

４，８００万円 

 

運転資金： ７年以内 

 

設備資金：１５年以内 

運転資金：基準利率 

 

設備資金：特別利率Ａ 

企業活力強化貸付 

（企業活力強化資金） 

 

７，２００万円 

うち運転資金 

４，８００万円 

 

運転資金： ７年以内 

 

設備資金：２０年以内 

運転資金：基準利率 

特別利率Ｃ（中心市街地関連） 

設備資金：基準利率・特別利率Ａ 

特別利率Ｃ（中心市街地関連） 

 

特

別

貸

付 

セーフティネット貸付 

（経営環境変化資金） 
４，８００万円 

運転資金： ７年以内 

 

設備資金：１５年以内 

運転資金：基準利率 

     特別利率Ｎ（基準利率－0.3％） 

     売上、利益率等が減少するな 

ど一定の要件に該当する場合 

設備資金：基準利率 

 

 

経営改善貸付 

（マル経） 
１，０００万円 

運転資金： ５年以内 

 

設備資金： ７年以内 

運転資金：特別利率Ｆ 

 

設備資金：特別利率Ｆ 
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生活衛生関係営業者が利用している公庫融資の状況

設備資金
94.6%

運転資金
5.4%

設備資金
32.7%

運転資金
67.3%

設備資金
55.4%

運転資金
44.6%

普通貸付
37.4%

生活衛生貸付
62.6%

普通貸付
95.6%

生活衛生貸付
4.4%

１，８１３億円

生活衛生貸付

６６５億円

普通貸付

１，１４８億円

設備資金

１，００４億円

運転資金

８０９億円

〔平成１９年度実績（公庫支店扱）〕

総額
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